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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第74期

第３四半期連結
累計期間

第75期
第３四半期連結
累計期間

第74期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　12月31日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　12月31日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 (千円) 13,426,143 12,679,673 17,798,681

経常利益 (千円) 253,409 64,726 420,475

四半期（当期）純利益 (千円) 125,617 5,904 213,687

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 148,314 36,311 257,188

純資産額 (千円) 3,636,269 3,655,140 3,673,389

総資産額 (千円) 13,696,223 14,486,848 13,404,619

１株当たり四半期（当期）

純利益
(円) 6.96 0.33 11.89

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
(円) － － －

自己資本比率 (％) 26.19 24.50 26.61

 

回次
第74期

第３四半期連結
会計期間

第75期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成25年
10月１日
至平成25年
12月31日

自平成26年
10月１日

至平成26年
12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 5.08 4.82

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等を含んでおりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び連結子会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社及び連結子会社が判断したものであり

ます。

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行による金融政策の推進により、株価

の堅調な推移が続き、国内景気は緩やかな回復基調にあるものの、消費税増税後の景気の持ち直しの動きは鈍く、個

人消費に弱さがみられ、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　このような経済状況の中、当社及び連結子会社は、生産面においては、品質安定のため生産工程の改善に継続的に

取り組み、生産設備の更新や改修を図り、生産効率の向上を推進してまいりましたが、円安による原材料価格や、電

力費の上昇などから、コストの増加となりました。一方、営業面においては、お取引先の要望にお応えする製品を提

供することに注力し、販路拡大のため積極的に営業を展開いたしましたが、需要が低迷し収益の減少を余儀なくされ

ました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は126億79百万円（前年同期比5.5％減）となり、営業

利益は70百万円（前年同期比72.9％減）、経常利益は64百万円（前年同期比74.4％減）、四半期純利益は５百万円

（前年同期比95.2％減）となりました。

なお、当社及び連結子会社は印刷事業セグメントのみであるため、事業部門別の売上概況を示せば、次のとおりで

あります。また、利益については管理上、部門別には把握しておりません。

①商業印刷部門

当部門のカタログ及びパンフレット類の商業印刷は、消費税増税前の特需の影響を受け、受注が減少したことなど

から、この部門全体の売上高は15億48百万円（前年同期比4.0％減）となりました。

②包装資材及び紙器、紙工品部門

　当部門の包装紙資材などは、消費税増税後の消費停滞が長引き、主に食品関連向け資材の受注が減少したことや、

紙資材から化成品に移行された影響を受けて減少したことなどから、この部門全体の売上高は64億75百万円（前年同

期比5.8％減）となりました。

③情報機器及びサプライ品部門

　当部門の情報機器類は、前期における先行設置の影響を受け受注が減少し、タグ、ラベル類のサプライ品について

は、厳しい価格競争の影響を受けて減少したことなどから、この部門全体の売上高は33億13百万円（前年同期比

8.2％減）となりました。

④その他の部門

　当部門の化成品などは、ポリ袋類を中心に堅調に推移したことや、販売価格の改定が奏功し、この部門全体の売

上高は13億42百万円（前年同期比1.5％増）となりました。
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（２）財政状態の状況

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ10億82百万円増加の144億86百万円となりまし

た。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ８億１百万円増加の69億85百万円となりました。これは現金及び預金が３

億51百万円、受取手形及び売掛金が２億20百万円、商品及び製品が１億30百万円増加したことなどによるものであ

ります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ２億80百万円増加の75億１百万円となりました。これは機械装置及

び運搬具が２億42百万円増加したことなどによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ11億円増加の108億31百万円となりました。これは長期借入金が８億70百万

円増加したことなどによるものであります。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ18百万円減少の36億55百万円となりました。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社及び連結子会社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

　特記事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,624,000

計 49,624,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 21,460,000 21,460,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 21,460,000 21,460,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 21,460,000 － 1,570,846 － 835,777

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 4,091,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　17,247,000 17,247 －

単元未満株式 普通株式　　 122,000 － －

発行済株式総数 21,460,000 － －

総株主の議決権 － 17,247 －

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

野崎印刷紙業(株)
京都市北区小山下総町

54番地の５
2,786,000 － 2,786,000 12.98

旭ラベル(株)
京都市北区小山下総町

54番地の５
408,000 － 408,000 1.90

フェニックス電子(株)
京都市北区小山下総町

54番地の５
776,000 － 776,000 3.61

早和製本(株)
京都市南区吉祥院池田町

21番地
83,000 － 83,000 0.38

(株)ツバサ製作所
京都府京丹後市峰山町杉谷

1092番地
38,000 － 38,000 0.17

計 － 4,091,000 － 4,091,000 19.06

（注）　上記所有株式数には、単元未満株式数は含まれておりません。

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

北海道総括
担当部長
兼札幌営業
所長

取締役
北海道総括
担当部長

福　本　龍　市 平成26年９月16日
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、恒栄監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,459,486 1,810,612

受取手形及び売掛金 3,429,018 ※２ 3,649,673

商品及び製品 754,647 884,996

仕掛品 304,751 349,601

原材料 112,035 149,458

その他 133,021 149,103

貸倒引当金 △8,905 △7,950

流動資産合計 6,184,054 6,985,496

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,669,341 1,617,646

機械装置及び運搬具（純額） 2,345,653 2,587,731

土地 2,255,897 2,284,319

建設仮勘定 23,224 68,214

その他（純額） 127,359 124,329

有形固定資産合計 6,421,477 6,682,242

無形固定資産 38,451 31,714

投資その他の資産   

投資有価証券 244,289 277,490

繰延税金資産 423,927 408,750

その他 105,376 114,296

貸倒引当金 △12,956 △13,141

投資その他の資産合計 760,636 787,395

固定資産合計 7,220,565 7,501,352

資産合計 13,404,619 14,486,848

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,141,508 ※２ 5,181,704

短期借入金 1,474,124 1,417,720

未払法人税等 63,086 4,493

賞与引当金 93,279 35,091

その他 637,244 998,379

流動負債合計 7,409,243 7,637,388

固定負債   

長期借入金 856,950 1,727,850

役員退職慰労引当金 92,094 104,931

退職給付に係る負債 1,142,509 1,139,858

長期未払金 113,418 103,110

その他 117,014 118,567

固定負債合計 2,321,986 3,194,319

負債合計 9,731,229 10,831,707
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,570,846 1,570,846

資本剰余金 857,417 857,417

利益剰余金 2,267,034 2,220,835

自己株式 △1,066,339 △1,066,604

株主資本合計 3,628,957 3,582,493

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 32,439 51,075

退職給付に係る調整累計額 △93,240 △84,233

その他の包括利益累計額合計 △60,800 △33,158

少数株主持分 105,232 105,805

純資産合計 3,673,389 3,655,140

負債純資産合計 13,404,619 14,486,848
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 13,426,143 12,679,673

売上原価 11,295,043 10,730,460

売上総利益 2,131,100 1,949,213

販売費及び一般管理費 1,870,713 1,878,678

営業利益 260,386 70,535

営業外収益   

受取利息及び配当金 5,214 5,015

不動産賃貸料 4,000 3,884

その他 7,758 7,701

営業外収益合計 16,973 16,600

営業外費用   

支払利息 19,085 17,797

手形売却損 2,125 2,669

その他 2,738 1,943

営業外費用合計 23,950 22,409

経常利益 253,409 64,726

特別利益   

固定資産売却益 1,006 999

特別利益合計 1,006 999

特別損失   

固定資産処分損 5,428 16,522

投資有価証券評価損 － 133

特別損失合計 5,428 16,656

税金等調整前四半期純利益 248,988 49,069

法人税、住民税及び事業税 64,851 20,045

法人税等調整額 46,849 20,356

法人税等合計 111,701 40,401

少数株主損益調整前四半期純利益 137,287 8,668

少数株主利益 11,669 2,763

四半期純利益 125,617 5,904
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 137,287 8,668

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 11,026 18,635

退職給付に係る調整額 － 9,007

その他の包括利益合計 11,026 27,642

四半期包括利益 148,314 36,311

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 136,644 33,547

少数株主に係る四半期包括利益 11,669 2,763
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を従業員の

平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を

反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　なお、この変更に伴う期首の利益剰余金及び損益に与える影響はありません。

 

（追加情報）

　当社及び当社連結子会社の一部は、確定給付退職金制度及び確定拠出年金制度の二制度を採用してまいりました

が、労使の合意を経て、平成26年11月21日開催の取締役会において、確定拠出年金制度へ全面移行することを決議い

たしましたので、下記のとおりお知らせいたします。

　なお、今回の制度改定は、厚生労働省における確定拠出年金規約変更の承認を前提としております。

１．制度改定の目的

　確定拠出年金制度へ全面移行することにより、従業員の定年後のライフプランや就業意識の多様化に対応するとと

もに、財務上の変動リスクを軽減することで、将来にわたって持続可能な制度の実現を目的としています。

２．制度の概要

　平成27年３月１日を退職給付制度改定日とし、確定給付型の退職一時金制度及び確定拠出型の確定拠出年金制度か

らなる現行の退職給付制度のうち、退職一時金制度を終了し、全面的に確定拠出年金制度へ移行いたします。

３．業績に与える影響

　平成27年度３月期において退職給付制度改定による特別利益として退職給付制度終了益268,574千円を計上いたし

ます。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形割引高 4,623千円 －千円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　上記により処理した金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －千円 86,677千円

割引手形 － 4,000

支払手形 － 26,087

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 439,811千円 462,417千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 58,017 3 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 56,022 3 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

　当社及び連結子会社は、印刷事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 6円96銭 0円33銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 125,617 5,904

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 125,617 5,904

普通株式の期中平均株式数（千株） 18,046 17,610

 （注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月９日

野崎印刷紙業株式会社

 取締役会　御中 

 

 恒 栄 監 査 法 人  

 

 
代表社員
業務執行社員

公認会計士 椿 本 雅 朗　　印

 

 

 業務執行社員 公認会計士 寺田 奈美子　　印
 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている野崎印刷紙業株

式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から

平成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、野崎印刷紙業株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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